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記者会見要旨 

（2020 年６月 18 日） 

 

Ⅰ 最近の協会、業界の動向について 

1. 資料１に沿って説明します。３月下旬から金融庁、経産省、法務省、経団連、東京証券

取引所、企業会計基準委員会等と緊密に情報連携してコロナの影響が企業の決算・監査

にどのような影響を及ぼすかについて議論して参りました。主に議論したのは４つです。 

2. １つ目は、当時、県をまたいだ移動が制限されている中で、大手監査法人を中心に、基

本的に在宅勤務を徹底していました。そういった環境で決算・監査を進めてきましたが、

それがどのような影響を及ぼすのかということが議論され、例年とは異なる決算・監査

のスケジュールを検討しなければいけないのではないか、ということが共有されました。 

3. ２つ目は、将来の業績についての不確実性が非常に高くなっている業種が多数を占める

中で、固定資産・のれんの減損、繰延税金資産の回収可能性、債権の貸倒引当金等とい

った将来の業績や見積もりに関わる会計・監査上の処理についてどう考えるかというこ

とが共有されました。 

4. ３つ目は、実地棚卸の立会という極めて重要な監査手続や企業の債権債務や銀行の預金

などの残高確認といった手続が例年と同様の実施は難しい状況であることを説明しま

した。 

5. ４つ目は、無限定適正意見が出せないような場合にどうしたらよいかということについ

て説明しました。 

6. これらについて関係者が議論するために、金融庁に「新型コロナウイルス感染症の影響

を踏まえた企業決算・監査等への対応に係る連絡協議会」（以下「連絡協議会」という。）

が設置され、コロナ禍での決算・監査について議論をしてきました。４月３日に第１回

連絡協議会、４月 10日に第２回連絡協議会、４月 15 日に第３回連絡協議会が開催され

ました。 

7. 前回の会見は 4 月 21 日でした。その後４月 24 日に第４回連絡協議会が開催されてい

ますが、連絡協議会とは別に、梶山経済産業大臣から例年とは異なる総会スケジュール

を検討することを企業に要請する談話が出されました。決算と監査を確実に実施して、

信頼できる情報開示をするという観点から政府の方針として談話を出そうということ

になったようです。 

8. また、４月 28 日には、金融庁と法務省と経済産業省の連名で「継続会（会社法３１７

条）について」という継続会に関するガイドラインが出されています。４月 24 日の経

済産業大臣の談話と４月 28 日のガイドラインは、決算と監査の期間を確保するために

非常に重要なものでした。 

9. 協会としては、４月 22 日に「新型コロナウイルス感染症に関連する監査上の留意事項

（その４）」を公表し、操業を停止する工場や営業を停止する店舗が顕在化した中で停

止中に収益がなくても固定費が発生するためその固定費をどう会計処理するのかにつ
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いての留意事項を公表しました。操業停止や営業停止の固定費については、東日本大震

災の時にも監査上の留意事項を示しているのですが、十分検討したうえで特別損失にで

きるケースがあるとしています。 

10. 留意事項その４では、金融機関の自己査定及び償却・引当に関しても、様々な金融支援

策があることを理解した上で、適切に運用されていることを確かめることが必要となる

ことに留意するよう示しています。 

11. ５月８日には第５回連絡協議会が開催されました。これを受けて協会も「新型コロナウ

イルス感染症に関連する監査上の留意事項（その５）」を公表し、無限定適正意見以外

の場合の監査意見の取扱いについての留意事項を出しました。結果としては３月決算会

社で無限定適正意見以外の意見になるケースは極めて少なくなる見込みと聞いていま

す。 

12. また、見積もりに関して５月 11 日に企業会計基準委員会から議事概要（追補）が出て

います。将来の不確実性が例年よりも高いので、企業がどのような仮定をおいて見積も

りをしたかということを利用者が理解できるような情報について、重要性がある場合に

は追加情報としての開示が求められています。 

13. ５月 14 日に第６回連絡協議会が開催され、非財務情報の開示として新型コロナウイル

スがビジネスに与える影響をきちんと開示することが重要だということが議論され、５

月 21 日に金融庁から「新型コロナウイルス感染症の影響に関する企業情報の開示につ

いて」が公表されました。金融庁からも、ASBJ 議事概要を踏まえて、新型コロナウイル

ス感染症の影響のように不確実性が高い事象については、財務情報である追加情報にお

いて、会計上の見積りに用いた仮定をより具体的に開示することが強く期待される旨が

示されるとともに、追加情報の開示についても有価証券報告書レビューの対象に含めて

審査することが示されました。 

14. 今回のコロナの危機対応を契機に、見積もりの前提に関する注記はかなり充実してきた

と認識しています。後程 KAM の話もしますが、ある会社の株主総会資料に添付された監

査報告書に KAM が記載されており、その前提にある見積もりの注記は詳細であり投資家

からの評価が高いと聞いています。他の会社でも詳細に見積もりについて開示をしてい

るケースがあると聞いています。これらは企業側の情報開示に対する姿勢が変わるきっ

かけになるかもしれないと考えています。 

15. ５月 25 日の第７回連絡協議会では株主総会の延期等がどのような状況になっているか

の確認をしています。結論として決算発表を例年よりも遅らせた３月決算会社は約 600

社と聞いています。 

16. 株主総会については、開催延期や継続会などで７月以降に開催する会社は 90 社前後と

なると聞いています。企業側と監査人側が協力をして、大きな混乱なく決算を迎えられ

そうな状況です。ほとんどの会社が、６月中に総会を開催する予定です。 

17. 企業の情報開示の重要性について改めて認識をさせられた２か月間だったと思います。

投資家からも企業の情報開示や総会の取組について概ね理解を示していただいたと思
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いますが、投資家からは企業に対して情報開示を充実させてほしいという声も聞いてお

り、企業の情報開示は今後ますます促進されていくのではないかと期待も込めて考えて

います。 

18. KAM について、2020 年３月期は KAM の早期適用となる年でしたが、KAM の早期適用を行

う会社は 100 社に満たない見込みです。元々何百社も早期適用するという状況ではあり

ませんでしたが、今回のコロナの影響もあり早期適用を予定していたが取りやめたとこ

ろもあると推測されます。早期適用した会社で充実した記述が行われれば、来年の本適

用の際には充実した開示が促進されるのではないかと考えています。協会としても監査

法人と議論しながら皆さまに納得していただけるよう取り組んでいきたいと考えてい

ます。 

19. 今回のコロナ対応の教訓のひとつとして、株主総会が実質的に決算日から３か月以内に

開催されるというスケジュールになっている状況が本当に一番望ましい姿なのかとい

うことについては、一度新たに議論する価値があると個人的には思っています。 

20. もうひとつは、会社法の決算報告と金融商品取引法の決算報告が２つあることです。こ

れまでも開示の一体化の努力もされてきていますが、本来あるべき姿は何かということ

については今一度議論していく必要があると考えています。新型コロナウイルス関連で

申し上げることは以上です。 

21. その他、４月 29 日に松岡正明会員の叙勲がございました。コロナの影響もあり残念な

がら関係者で集まってお祝いすることはできませんでしたが、大変光栄なことでありま

す。 

22. ５月 15 日に第 48 回日本公認会計士協会学術賞を発表しています。ＭＣＳ賞は『アメリ

カ病院原価計算』という書籍です。アメリカでは保険と病院経営が密接に結びついてお

り、日本のような皆保険制度ではないので病院の品質とコストのバランスが強調される

背景となっています。病院原価計算も精緻化されており、今後日本でも十分役に立つ研

究がなされている、という理由で選定しています。 

23. 会員特別賞は『退職給付会計の会計方針選択行動』という書籍です。皆さんご承知の通

り退職給付会計は企業の財務に大きな影響を与えました。その退職給付会計基準の導入

が、退職給付制度の改定という経営者行動に影響を与えたかを実証的に検証しています。 

24. 公認会計士試験について、本来、短答式試験が５月 23日に実施予定でしたが８月 23日

に延期となりました。論文式試験については当初８月実施予定から 11 月上中旬を目途

に延期と公表されています。例年は論文式試験の約３か月後となる 11 月中に行われて

いた合格発表が、今回は３か月程度後ろ倒しになるとすると、監査法人の採用や新人教

育も遅れることになるため、会計士業界としては、採用された新人が３月決算の現場に

入って行くに当たって、例年より短い期間できちんと教育研修を実施する必要があると

いうことになります。 

25. 以前の記者会見でもお話ししましたが、協会ではハロー！会計という小中学生向けの会

計講座を実施しております。現在は開催自粛中ですが、オンラインでの可能性も含め再
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開を検討しています。小中学生にとって会計に触れる良い機会になっております。また、

中学校・高校の学習指導要領（解説）に「会計情報の活用」が取り上げられました。現

在協会では中学校と高校の先生の教育をする準備をしています。日本の基礎教育として

会計が重要なのだということをご認識いただいて、取材していただけるとありがたいと

考えている次第です。 

26. ビジネス雑誌等でも年数回は会計やファイナンスについて特集されていると思います。

これからの国民の資産形成や投資のことを考えると、会計の知識は一般の方々にも役に

立つと思いますので注目していただければと思います。 

 

Ⅱ 税制改正に関する協会の要望、提言について 

27. 税制改正要望等については例年この時期に協会の常務理事会の承認を経て「税制改正意

見・要望書」と「税制の在り方に関する提言」の２つの資料を公表しております。 

28. 「提言」というのは税制改正というよりは、税制に対するあり方について、中長期的な

観点からこのような制度としてあるべきではないかということを申し上げるものであ

ります。お配りしている資料８になります。 

29. それとは別に現行の制度について、改正を望む、また制度化されていないものについて

制度を創設することを期待するものが「税制改正意見・要望書」というもので、お配り

している資料 9-1 になります。 

30. 昨年は協会から要望していた消費税の申告期限延長やオープンイノベーション税制な

どを幅広く採用していただいたと考えています。今年も協会の要望が広く採用されるこ

とを嘱望し検討しておりましたが、新型コロナウイルスの影響があり、検討を進めてい

た協会の租税調査会において、コロナ禍で起こったことを共有し、それを国税庁等と意

見交換をいたしました。 

31. 結果、国税庁から公表された Q＆A の中に協会からお願いしたものも含まれていると承

知をしております。ただこれは緊急避難的にお願いしたもので、取りまとめてお願いを

したものではありませんでした。 

32. 一方で緊急事態解除宣言が出され、その後傷んでいる企業、生活が厳しくなっている個

人の方や更に感染拡大防止の施策を取るために協会からこういう税制措置を行うべき

なのではないかということを議論し、今年は資料 10「緊急事態解除宣言後の復興税制

に関する要望」というものを、税制改正意見・要望書の別冊としてまとめさせていただ

きました。 

33. これにつきましては租税調査会の委員から通常の要望書のみならず、こういったことに

関しても要望していくべきだとの声が上がり、その中から特に重要だと思われるものを

まとめたものです。そのうちエッセンスとしてまとめたものが資料７「緊急事態解除宣

言後の新たな日常と経済及び事業再生を前提とする税制措置」になりますので、資料７

に沿ってご説明いたします。 

34. 資料７では、大きく２つのことが書かれており、１つは緊急事態解除宣言後の復興税制
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に関する要望というもので、強く要望していきたいものを４つ取り上げています。 

35. １つ目は、失業対策としての雇用促進です。お店の営業時間を短縮したり、席数を削減

するなどにより、特にパートの方が職に就けないという問題が起こっています。そうい

った問題が拡大すると失業対策が非常に重要なポイントになるので、雇用維持のみなら

ず雇用促進の税制措置をしていただきたい。というお願いをさせていただいています。 

36. ２つ目は、再生局面でのオープンイノベーション税制の拡充ということで、先端的な技

術革新を行う企業について、その企業に過去投資をした企業のキャピタルゲインの課税

を軽減する措置はあったのですが、投資した金額そのものを所得から控除するという点

で、昨年のオープンイノベーション税制は画期的な制度でした。 

37. その画期的な税制を、業界再編のための投資を行う企業にも同じように所得控除するこ

とで、M＆A・業界再編を促進できるのではないかというお願いをさせていただいていま

す。 

38. オープンイノベーション税制というのは経済産業大臣の認定が必要になりますのでそ

の認定を受ける企業を対象として、業界再編に資するように使えるようにしていただけ

れば救済型 M＆Aも促進できるのではないかということでお願いをしております。 

39. ３つ目は、繰越欠損金について、従来、繰越欠損金の対象は、上場企業及びその子会社

では現状は欠損額 50％しか控除できません。いくら過去に繰越欠損金があってもその

年の所得から控除できるのは欠損額の 50％までなので、繰越欠損金を活用して内部留

保しつつ雇用の促進であったり新しい新規の投資ができるような措置ができないか。と

いうということをお願いさせていただいています。 

40. ４つ目は、中小企業における細かい資金繰り対策をサポートするための地方税の追加的

な猶予について、一般的に所得が発生したことによって課税されることについては当然

だと思いますが、所有することのみで課税されるもの、例えば自動車税などといったも

のについては企業の固定費になるので、固定費負担を軽減する意味でも軽減または猶予

をお願いさせていただいています。 

41. 資料７の下３つの項目は提言・要望書の中からピックアップしたものですが、その中で

１つだけご説明します。 

42. （提言Ⅰ２）として、「起業家を多数輩出するための教育資金に関する新たな税制の導

入及びスタートアップ企業の成長を促す税制を構築すること」と記載しています。今ま

での税制はベンチャー企業に対する様々な税制措置でしたが、企業家を育成することが

これから必要であり企業家を育成する教育機関に税制措置をお願いしたいというもの

です。これは租税調査会の委員は力を入れて記載いたしました。 

43. 以上のような内容で、今年の税制改正要望書、提言、緊急事態解除宣言後の復興税制に

関する要望をお願いしています。 

以  上  


